
産学官に広がる“知り合い、学び合い、 
援け合い”の運動 
～新しい地域の歴史を共に造る実感～

　北海道同友会が２００１年６月に立ち上げた「産

学官連携研究会ＨｏＰＥ」は，この２年半の活動を

経て多くの成果と，地域産学官連携の新しい展

望を開きつつあります。その最も大きな成果は，

北海道の未来を切り拓くために，それぞれのセ

クターがこれまでの枠組みを越えて“知り合い，

学び合い，援け合い”の運動を精力的に展開し始

めたことです。これまでの産学官連携は“個別企

業のニーズと研究者のシーズのマッチング”と

の捉え方が一般的でしたがＨｏＰＥの実践はこう

した理解を越えて，よりダイナミックに産学官

の各セクターを揺り動かしているように思いま

す。

　９月に北海道大学で開催された産学連携学会

第一回大会の研究報告で，北海道大学先端科学

技術共同研究センター教授の荒磯恒久先生（Ｈｏ

ＰＥ運営委員長）は，「地域連携による企業ニーズ

の創出」とのテーマで次の様に述べられました。

「実効ある産学連携のプロセスを考えると，その

キーポイントは従来言われていた“産側のニー

ズと学側のシーズのマッチング”ではなく，“産

と学の出会いによる企業ニーズの創生”にある

といえる」と。ＨｏＰＥなどの経験を踏まえ，地域

産学官連携の特徴をこのように総括されていま

す。

　このことは，これまで点と点（個別企業と研究

者）の連携として認識されていた産学官連携が，

ＨｏＰＥの活動では面と面（企業集団と研究者集

団）の“知り合い，学び合い，援け合い”のプロセ

スを経て，質的に高い企業と研究者・支援機関

の連携として結実していることを表現している

様に思われます。ＨｏＰＥの勉強会と交流会を通

して，“官官学学
� � � �

”の議論が交わされ，その場で企

業のニーズや開発意欲が磨かれて，より具体的

な市場ニーズにマッチした研究テーマが現れる

とともに，産産連携，学学連携，官官連携など

の副次的成果が産まれていくのです。交流会の

論議は，いつしかそれぞれのセクターが，地域

のために，北海道のために“果たすべき役割は”

そうした方向に向かって深まっていきます。

　ＨｏＰＥの誕生によって，これまでの産・学・

官の枠組みを越えた共同学習の場が生まれまし

た。この場は，産学官それぞれの参加者が，経

営意欲を高め，研究意欲を深め，行政マンとし

ての誇りを呼び覚ます場になっているように感

じます。このような雰囲気の活動から，明日の

北海道を支える企業群が生まれる兆しを皆が感

じはじめています。とにかくＨｏＰＥの例会・交

流会は刺激的で楽しいのです。それはなぜなの

か？

　本稿は，以上の視点で２年半にわたるＨｏＰＥ

の活動を振り返るとともに，これからの課題を

考えるための試論として著すものです。

ＨｏＰＥで磨きかかる独創的技術　ウエザー

コックの事例 
～立体地図模型の自動印刷システムで世界

をめざす～
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　㈱ウエザーコック会社概要

創業：１９７７年　資本金：１,０００万円　社員数：１０

名　年商：６,５００万円　本社：札幌市

事業内容：模型製作，博物館展示，展示用装置

製作，企画・デザイン設計製作（資料１）

　ＩＵＧＧ（国際測地学・地球物理学連合）の年次

総会が今年６月札幌で開催され，約５,０００人の研

究者が国内外からやってきました。この総会で，

ＨｏＰＥ会員の㈱ウエザーコックはアメリカ航空

宇宙局ＮＡＳＡと並んで隣のブースに出展。海外

の研究者が多数立ち寄り，立体地図模型とその

作成システム機器に強い関心を示しました。そ

の後，ベルギー，インドネシア，カナダなどの

研究者・政府関係者との商談が続いています。

　１９７７年の設立当初，ウエザーコックは各地で

開催される博覧会を舞台に，コンピュータ制御

の動く展示や３Ｄ画像を使った展示などの新商

品を生み出し，その後は博物館の展示物作成を

手がけます。日本一の模型を目指して，職人が

育つじっくりとした物づくりに取り組んできま

した。こうした中から「生産の自動化めざす自社

開発の歩み」が始まり，１９９１年には地形模型自動

切削装置を日本で初めて開発。日本一の高精度

地形模型を製作，全国から受注することになり

ます。

　ＩＵＧＧの展示会場で，研究者の強い関心を集

めた「地形模型」を製作するための自動切削・印

刷システムは，従来の方法で一カ月かかってい

た作業時間を１～２日間に大幅に短縮させる画

期的なシステムです。このシステムは，㈱ウエ

ザーコックのこれまでの研究成果と，永年の模

型づくりの経験で蓄積された手わざ，手仕事の

ノウハウをシステム化したもので１２年前に完成

させました。このシステムをさらに高度化する

ために，産学官で取り組んだテーマが「立体地図

模型における自動印刷システムの開発」でした。

　ウエザーコックは，立体模型の自動切削装置

を全国に先駆けて開発して以来，自動印刷シス

テムの技術開発に独自で挑戦してきましたが，

数多くの困難な課題にぶつかっていました。こ

れらの課題を，ＨｏＰＥアドバイザーの指導で国

の研究開発費補助金をうけ突破することができ

たのです。２００２年度創造技術研究開発補助金を

受け，北海道大学理学部の川村信人先生との共

同研究，北海道立工業試験場の多田達実科長の

指導を受けて研究は成功しました。

　この研究開発の特徴は，ＧＩＳデータを立体地

図模型にダイレクトに印刷する「３Ｄリアルプ

リント」で，世界レベルの技術です。これは，地

図数値データを利用し自動的に切削成形し，ま

た縮尺や，高さ強調も自由に変えられるもので

す。さらに，ＰＣで制作した都市計画・防災図・

地図などの各種データをあたかもプリンタで出
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力するように立体模型に印刷し，設計者の思う

ままの高精度立体模型でリアルに可視化するこ

とができるのです。このような研究を通して社

員の意識も変わりました。研究開発をする事で

前向きな意識が生まれています。また，経済産

業局の補助金を受けたという実績が，企業の信

用力を高め新規顧客数が大幅に増えています。

　このように，ＨｏＰＥの活動は参加企業の経営

に，社員の意識に大きなインパクトを与えてい

ます。

成長し続けるＨｏＰＥの組織・活動・運営 
～“産学官連携”の新しい試み～

　ウエザーコックの山本専務さんは，ＨｏＰＥ副

代表世話人として活躍しています。山本さんは，

企業経営者の立場からＨｏＰＥを活用するための

企業側の取り組み姿勢として次のような指摘を

されています。

①社内で研究開発チームを作り，自社の強みを

生かす研究テーマを考えることから始める。

②パートナーになる共同研究者を探す。

（多くの支援機関のコーディネーターが，研究

テーマにあった先生を紹介してくれます）

③研究開発に対する補助金のメニューも増え，

事業化を支援する機関も多いので積極的にＨｏ

ＰＥの利用法を考えること。

④ＨｏＰＥに参加している企業の中から，信頼で

きるパートナーを探す事も出来る。

⑤企業情報や，研究機関の情報，経済産業局は

じめ支援機関の情報，研究開発補助金に関する

情報が，タイムリーにメーリングリストやメル

マガにより入手できる。

　山本専務さんは，ご自身の体験を基にＨｏＰＥ

のメリットと，積極的な参加を呼びかけていま

す。

　ここで，ＨｏＰＥの概要と現在活動中の専門委

員会を紹介します。以下の資料をご覧頂くこと

でより具体的なイメージをお持ち頂けることと

思います。

 

名称

北海道中小企業家同友会産学官連携研究会

ＨｏＰＥ（Ｈｏｋｋａｉｄｏ Ｐｌａｔｆｏｒｍ Ｅｎｔｒａｎｃｅ）

目的

産学官連携による新製品・新技術の開発を通し

て，新事業を興し，北海道経済への貢献を目指

す

設立

２００１年６月８日

会員

産：北海道中小企業家同友会会員企業（約１７０

社）

学：大学，公設試等の研究者　約５０名（ホーム　

ドクター・アドバイザー）

官：北海道，札幌市，公設試，独立行政法人，

中小企業支援機関等（コーディネーター）

役員

代表世話人：関　幸夫（日本システム機器㈱代

表取締役）

運営委員長：荒磯　恒久（北海道大学先端研教

授）

活動

・例会，テーマ別研究会の企画・運営

・会員企業への情報提供

・会員企業のための支援活動

・事業化へ進む専門研究会活動

　①ものづくり研究会

　②凍結路面対策研究会

　③未利用特許活用研究会

　④未利用資源活用研究会

　⑤情報未来研究会

　⑥北海道フードクラスター

　⑦岩内海洋深層水研究会

　⑧（仮称）建築関連研究会　※準備会で活動

・平成１５年度「産学官連携推進事業実行委員会」

事務局（北海道が提唱して今年度からスタート

した事業）

北海道中小企業家同友会ＨｏＰＥ（産学官 

連携研究会）の概要
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ＨｏＰＥへの助成金などの支援

・中小企業総合事業団からの支援

（平成１４年度新事業開拓支援助成金５４０万円）

（平成１５年度新事業開拓支援助成金１,０００万円）

・平成１５年度産学官連携推進事業

・平成１５年度中小企業等産業創出活動補助金

（（財）さっぽろ産業振興財団）

ＨｏＰＥ会員企業等への支援

①平成１４年度創造技術研究開発事業費補助金

（経済産業省），平成１５年度創造技術研究開発

事業費補助金（経済産業省）

　㈱ウェザーコック「立体地図模型における自

動印刷システムの技術開発」

②平成１４年度研究開発補助事業（（財）北海道中

小企業総合支援センター）

　㈱あしる工房「感性情報分析支援システムの

開発」

③平成１４年度地域新産業創造活動事業補助金

（北海道石狩支庁）

　エコノミカル用品開発研究会

　研究メンバー：㈱白石ゴム製作所，日本シス

テム機器㈱，三晃化学㈱，サンライズ工業，

㈱特殊衣料

④平成１５年度地域新生コンソーシアム研究開発

事業（経済産業省委託）

　「低エネルギー型複合舗装システムによる路

面凍結対策技術の開発」

　共同研究グループ：北海道大学大学院工学研

究科，北海道立工業試験場，㈱よねざわ工業，

㈱白石ゴム製作所，上山試錐工業㈱，宮脇建

設㈱

⑤平成１３年度新規研究助成（（財）北海道中小企

業総合支援センター）

　「廃発泡スチロールによる接着剤の開発」

　平成１４年度共同研究補助（（財）北海道中小企

業総合支援センター）

　「ＥＬ用グラデーション効果機能付インバー

ターの開発」

　共同研究企業：㈱フリーダム

　平成１４年度補正創造技術研究開発費補助（経

済産業省）

　「廃発泡スチロールによる接着剤製造の事業」

㈱レーザー・プロ

《事業化へ向けて活動している専門研究会は現

在７つの研究会と１つの準備会です》

◆凍結路面対策研究会（参加企業４社）

代表

米澤　稔氏（㈱よねざわ工業代表取締役）

研究者

名和　豊春氏（北海道大学大学院工学研究科助

教授）

吉田　光則氏（北海道立工業試験場材料技術部

高分子材料科長）

目的

　冬期間の安全な路面確保を目的に，ヒーティ

ングや凍結防止剤の代替として，低エネルギー

で路面凍結防止技術の開発をすすめる研究会。

平成１５年度年度の経済産業省「地域新生コン

ソーシアム研究開業」に採択され，現在，研究開

発プロジェクト進行中。

◆ものづくり研究会（参加企業２５社）

代表

千葉　武雄氏（㈱白石ゴム製作所代表取締役）

アドバイザー

野口　徹氏（北海道大学大学院工学研究科教授）

森田　敏昭氏（札幌市立高等専門学校工業デザ

イン講師）

鈴木　耕裕氏（北海道立工業試験場情報システ

ム部機械システム科長）

目的

　技術相談・共同研究・開発・製作・販売・サー

ビス等も含め，お互いの技術力を「アイデア集積

型・リスク分担型」の開発チームを生み出す。

◆未利用資源活用研究会（参加企業１０社）

代表

藤沢　清司氏（㈱レーザー・プロ代表取締役）

目的

①北海道の地下資源の活用を行う

②廃棄物の資源活用を行う
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◆北海道フードクラスター（参加企業２０社）

代表

門脇　武一氏（㈱イソップアグリシステム代表

取締役）

目的

　高付加価値食品の開発と新しいフードシステ

ムの事業化を目指す。生産から販売までのビジ

ネスモデル確立を目的とする。

◆情報未来研究会（参加企業４社）

代表

山本　一枝氏（㈱ウェザーコック専務取締役）

アドバイザー

多田　達実氏（北海道立工業試験場技術支援セ

ンター研究支援第１科長）

目的

　情報メディアの未来を考え，可能性を追求し

ます。未来を拓く創造力を高め，互いに切磋琢

磨し，新製品を生み出してゆく。

◆未利用特許活用研究会（参加企業１５社）

代表

関　幸夫氏（日本システム機器㈱代表取締役）

アドバイザー

白幡　克臣氏（北海道知的所有権センター特許

流通アドバイザー）

太田　英順氏（（独）産業技術総合研究所北海道

センター産学官連携コーディネーター）

目的

　大学や研究機関，企業のもつ未利用の研究

シーズや特許を発掘し，活用法を研究すること

により，新商品開発や事業化を支援することを

目的とする。４機関－産総研，ＴＬＯ，知的所有

権センター，道工試の研究シーズを毎回プレゼ

ンテーションする。

◆岩内海洋深層水研究会（参加企業１５社）

　１１月２７日に発足

代表

堀内　信良氏（曲堀幸和産業㈱代表取締役）

アドバイザー

押谷　一氏（酪農学園大学助教授）

荒磯　恒久氏（北海道大学先端科学技術共同研

究センター教授）

後援団体

岩内町

目的

　海洋深層水の機能性に関する基礎研究，及び

活用へ向けた実用化研究を通し，深層水に関連

した新製品・新技術を開発することで，新たな

事業展開を図ることを目的とする。

◆建築関連研究会（設立準備中）（参加企業１０

社）

発起人

関　幸夫氏（日本システム機器㈱代表取締役）

近藤　勝氏（北海道北三㈱監査役）

アドバイザー

福嶋　明氏（北海道建設部建築指導課主幹）

目的

　建材の「地産地消」，「北海道ブランド」化を目

指す。

　以上の専門委員会，準備会が活動しています。

この中から今年度経産省の「地域新生コンソー

シアム」の採択を受け，共同研究を行っている

「凍結路面対策研究会」の活動を紹介します。

雪国の生活支える共同研究が「地域新生コン

ソーシアム」に 
～開発加速するＨｏＰＥ凍結路面対策研究会～

　北海道では１９９１年にスパイクタイヤの販売が

禁止され，冬季間はスタッドレスタイヤが装着

されています。車粉（スパイクによって削り取ら

れた路面の粉塵）は街から消え，ひとつの大きな

環境問題は解決しましたが，その一方で冬道の

ツルツル路面に悩まされる毎日が続きます。歩

行者の転倒事故も急増し，札幌市内だけで転倒

事故による救急搬送人数は一冬に約６００人と，ス

タッドレスタイヤ装着前の３倍に増えています。

自動車のスリップ事故も多発しているようです。

こうした冬道対策として導入されたのが“ロー

ドヒーティング”と融雪材散布でした。ところが

このロードヒーティングの維持には膨大な費用

95地域産学官連携と中小企業の未来



がかかります。札幌市の広報では，坂道のヒー

ティングだけでも「設備の維持管理に年間約１０

億円，将来の設備更新も考慮すると毎年平均２０

数億円が見込まれ，今後の課題となっています」

と書かれています。

　こうした課題を克服する新たな「凍結路面対

策」として，道路構造の工夫によって氷結を砕く

研究が始まりました。この研究は地域新生コン

ソーシアム研究開発事業「低エネルギー型複合

舗装による路面凍結対策技術の開発」として，

２００３年度に採択され本格的な研究がスタートし

ています。（資料２）

　今回の研究チームが誕生した背景には，研究

会メンバーの３社が凍結路面対策に関する新た

な技術開発を独自に手がけていたことが大きな

要因となりました。コンクリートブロック・ゴ

ム・融雪技術など，それぞれの企業が凍結路面

に関連する自社商品の開発を手がけていました。

これらの取り組みと北海道大学名和豊春先生の

研究成果，道立工業試験場の技術，路盤構造・

舗装工法の検討を中心に開発を進める企業が加

わったことでコンソーシアムが成立しました。

（資料３）

　この研究会から，雪国の暮らしを支える新し

い技術の誕生が待たれるところです。

　この原稿の作成中に嬉しいニュースが飛び込

んできました。ＨｏＰＥの副代表として活躍して

いる北原電牧の自動給餌機が，２００３年「Ｍａｄｅ 

ｉｎ 札幌」グランプリを受賞したのです。１０月１４

日に授賞式が行われ，上田札幌市長より表彰さ

れました。

“酪農変える”画期的な給餌システムを開発 
北原電牧が「Ｍａｄｅ ｉｎ 札幌」グランプリ受賞

北原電牧株式会社　会社概要

設立：昭和２８年１２月　資本金：６,０００万円　年商：

１７億６７８万円（平成１２年度）　代表者：北原　慎

一郎　従業員：４９名　本社：札幌市

業務内容：酪農放牧施設，牛舎内施設，給餌施

設，糞尿処理施設，飼養管理プログラム，酪農

簿記プログラム，等の製造販売。

　「この機械は，酪農家が１日に４時間も費やし

ている「餌やり」の仕事を３０分足らずで終わらせ

る。ＭＡＸは酪農を変えると信じています。」北

原社長はこう語っています。

　ＨｏＰＥ副代表の企業が産学官連携で開発した

新しい商品で「Ｍａｄｅ ｉｎ 札幌」のグランプリを

受賞したのです。札幌市内の企業が開発した優

れた新製品を表彰することによって，企業の技

術力や開発力を喚起し，産業の育成と活性化を

図ることを目的に，札幌市が行っている「Ｍａｄｅ 

ｉｎ 札幌」の受賞です。受賞した商品は北原電牧

が開発した乳牛飼育システム『ＭＡＸミニ』です。

（資料４）

　今回の給餌機開発について，北原社長は２００２

年に埼玉で開催された第３２回中小企業問題全国

研究集会の第１４分科会で次の様に報告されてい

ます。

　「ＭＡＸとは当社で扱っている牛の自動給餌

機です。現在当社で最も力を入れて取り組んで

いる商品です。この機械は，サイレージストッ

カーに牧草を１日１回入れておくだけで，牛舎

の上部に敷設されたレールにぶら下がっている

給餌機が自動的に走行して各牛に給餌します。

……酪農家は１日約４時間を「餌やり」の仕事に

費やしている……これを使用すると１５分から３０

分で仕事が終わります。

　また，昨年から乳量から適正な給餌量を自動

計算したり，「ＭＡＸ」を使用することによって

どのくらい経営に影響があったのか等を調べ，

活用ノウハウのソフトウエア化を進めています。

当社ではこの改良を「クラスター」という事業化

支援制度を利用して行っています。北海道大学・

農業試験場・コンサルタント組織がアドバイ

ザーとして協力しています。きっかけは，北海

道同友会の全道研究集会で，「産・学・官」の連携，

いわゆるプラットホームを組織することを目的

に分科会が設けられ，それが発端になってクラ

スターの事務局や大学の先生と知り合う機会を
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得て，事業化へと進んでいった経緯があります。

現在北海道同友会の中には，この「産学官」の連

携を基にしたクラスター事業を推進する部会

「ＨｏＰＥ」が組織されています。私は当社が実質

的なＨｏＰＥ利用第１号と思っています。」

　ウエザーコック，凍結路面研究会，北原電牧

と，３つの事例を紹介しました。これらの事例の

ように，ＨｏＰＥの活動を通して新しい商品開発・

技術開発の成果が産まれてきています。これは

地場中小企業の旺盛な研究開発意欲を示すとと

もに，産学官連携を推し進める有効な地域ネッ

トワークを産み出す事が，ニッチ市場でトップ

シェアを目指す中小企業を励ましていることを

実感します。

　このような具体的な成果を生み出している

「ＨｏＰＥ」の活動について，その特徴を２００２年度

のまとめと，２００３年度の方針から整理します。

ＨｏＰＥのしくみ・活動の特徴と方針・運営

体制（２００３年度総会資料より）

（ＨｏＰＥの仕組みは図解すると別図のように

なっています。）

①専門研究会の活動が広がる

　先に紹介した７つの専門研究会，１つの準備会

が活発に活動し，北海道大学，北海道立工業試

験場，北海道立食品加工研究センター，札幌市

立高等専門学校，小樽商科大学（プロジェクト管

理論），（独）産業技術総合研究所などの先生や学

生さんと共同で，具体的な研究テーマの追求が

進みました。

②『ＨｏＰＥマッチング広場』の開催，『北海道技

術ビジネス交流会』への出展

　２００２年度は，ＨｏＰＥとして中小企業総合事業

団「平成１４年度新事業開拓支援助成金」を受け，

産学官連携交流会「ＨｏＰＥマッチング広場（同時

開催～産学官連携フォーラム～）」を開催いたし

ました。３００名を超える来場者があり，各企業の

出展ブースでは熱心に商談や技術相談などが行

われておりました。さらに来賓として，佐々木

亮子副知事（当時）よりＨｏＰＥの活動へ期待を込

めたご挨拶をいただきました。

　また，北海道技術ビジネス交流会（於アクセス

サッポロ）へもＨｏＰＥグループとして，１２の会員

企業と共に出展し，ＨｏＰＥの活動を全道へ向け

て発信し，北海道の飛躍する産学官連携組織と

しての認知度が高まりました。

③全国の産学官連携組織との交流

　Ｈｉｐ滋賀や，高知工科大学など，全国各地の

産学官連携グループとの交流もすすみました。

これまでのＩＮＳ（岩手ネットワークシステム）と

の交流に加え，滋賀同友会によるＨｉｐ滋賀，産

学官連携による大学発ベンチャー起業など先駆

的事例を数多く排出している高知工科大学とも

交流し，地域を超えた連携の可能性と，互いの

活動における課題などを率直に意見交換し，今

後の活動に多くの示唆を得ました。

④支援機関との連携広がる

　北大先端研，コラボほっかいどう，道立工業

試験場，ＪＳＴ研究成果活用プラザ北海道など，

北大北キャンパスからはじまったＨｏＰＥの活動

も，各専門研究会やＨｏＰＥマッチング広場，北

海道技術ビジネス交流会などを通して，その輪

が広がりました。酪農学園大学や産業技術総合

研究所，札幌市立高等専門学校，各地の道立試

験研究機関など大学・研究機関だけにとどまら

ず，北海道中小企業総合支援センター，中小企
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業総合事業団，北海道ＴＬＯなど，産学官連携の

支援機関とも緊密な協力体制が形成されつつあ

ります。

２００３年度活動の重点方針（２００３年度総会資料
より）

①勉強会，交流会を通した産学官の関係づくり

と相互理解の促進

　ＨｏＰＥ例会を大学や試験研究機関の研究シー

ズを学ぶ場として位置づけ，その後には交流会

を開催していくことで，これからも多くの研究

者との情報交換と交流の場としていきます。

②産学官連携の先進的な事例から学ぶ

　全道・全国各地には，産学官連携による多く

の成果を生み出している組織がたくさんありま

す。昨年同様，多くの組織との交流，情報交換，さ

らには連携の可能性を探ってまいります。

③全道各地の産学官連携組織の支援と協力

～産学官連携推進事業実行委員会事務局に～

　北海道の産学官連携を支援する９機関により，

産学官連携推進事業実行委員会が設立されまし

た。委員長には北海道同友会細川修専務理事が

就任し，事務局機能も同友会が担います。各機

関と協力しながら，全道の産学官連携組織への

支援と情報提供を行うと同時に，ＨｏＰＥの活動

を全道に広めてまいります。

④ＨｏＰＥの成果を情報発信

　今年もＨｏＰＥの活動を対外的にＰＲするため

に，北海道技術ビジネス交流会への出展など，

ＨｏＰＥとして交流イベントへの参加を積極的に

行ってまいります。

⑤専門研究会の発展と創造

　これまで，専門研究会が新しい共同研究開発

を生み出してまいりました。あらたな事業化プ

ロジェクトを生み出す基盤として，これまで以

上に専門研究会を発展させていきます。同時に

みなさんが「こういうことをしたい」と言える場

をつくり，ＨｏＰＥ会員一人一人が活動に関わる

ことができるよう，新しいテーマの専門研究会

づくりに取り組んでまいります。

⑥事業化へ向けたあらゆる課題への挑戦

　すでにＨｏＰＥの中にも研究開発がすすみ，製

品化されるものが出てきます。「製品」を「商品」

に育てていくためのあらゆる課題や問題点を克
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服するために，マーケティングに関する分野な

どへも積極的に活動を広げてまいります。

⑦産学官に“金”を加えた活動

　新製品・新技術を事業化するとき，「資金調

達」が大きな課題となってきます。現在，公的機

関からの多様な支援制度があり，これを活用し

ていくことが必要です。

　さらに金融機関の役割が重要になってきます。

中小企業が新市場開拓，新事業創出を思う存分

行うには，地域金融機関が産学官連携による研

究開発に対して理解を深めていただくことが必

要です。研究開発に積極的に取り組む企業への

融資制度の強化など，中小企業が産学官連携に

よる研究開発に取り組みやすい環境作りについ

て考え，関係機関へ積極的に提言してまいりま

す。

　以上が今年度のＨｏＰＥ総会で採択された活動

ポイントです。これらの活動を支えているのが

運営委員会です。役員体制は以下の通りです。

産・学・官で運営委員会を組織

委員長

荒磯　恒久氏（北海道大学先端科学技術共同研

究センター　リエゾンオフィス教授）

副委員長

関　幸夫氏（日本システム機器㈱　代表取締役）

尾谷　賢氏（北海道立工業試験場技術支援セン

ター所長）

委員（略）（産学官より２４名）

事務局

岩本　聖史（北海道中小企業家同友会　事務局）

他

ＨｏＰＥアドバイザー機関と窓口（敬称略）

▼北海道大学

　産学連携コーディネーター　楠崎　幸作

　リエゾンオフィス　教授　荒磯　恒久

▼財団法人　北海道科学技術総合振興センター

　（ノーステック財）クラスター推進部

次長　熊坂　高

次長　井上　豊

▼北海道立工業試験場

　企画調整部企画調整課研究企画係

係長　高橋　徹

　技術支援センター技術支援課技術支援係

係長　稲井　宏臣

▼北海道立食品加工研究センター

　企画調整部企画課

企画情報係長　渡邉　経元

　企画調整部総務課

普及指導係長　福地　千鶴子

▼科学技術振興事業団　研究成果活用プラザ北

海道

事務参事　弦巻　大起

コーディネートスタッフ　山岸　理恵子

▼独立行政法人　産業技術総合研究所北海道セ

ンター

　産学官連携コーディネータ　千阪　文武

 太田　英順

▼財団法人　北海道中小企業総合支援センター

　総合支援部

チーフコーディネーター　稲垣　勇治

 市呂　純一

▼中小企業総合事業団　中小企業・ベンチャー

　総合支援センター北海道

所長　高木　一彦

参与　竹高　強

プロジェクトマネージャー　安田　雅人

地域経済，企業経営への危機感と貴重な先
行事例 
～北海道の未来を切り拓くために～

　さて，ここで北海道にＨｏＰＥが産まれた背景

について考えてみたいと思います。

　ＨｏＰＥ設立までの準備経過は次の通りです。

１９９７年頃，北大先端研の荒磯助教授（当時）と日

本システム機器㈱関社長（現ＨｏＰＥ代表世話人）

との共同研究が始まる。その中で，「産学連携組
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織の必要性」について語り合う。異業種交流部会

「一水会」を通して荒磯先生と交流を深める。

　２０００年１０月，第２０回全道経営者“共育”研究集

会の第１２分科会「産学連携の新たな挑戦と可能

性」（同友会技術開発・環境保全委員会担当）で

北大北キャンパス（北大先端研，道立工業試験場，

コラボほっかいどうの３機関）を見学・交流。参

加者の中から（仮称）「産学連携懇談会」設立へ向

けた動きがはじまる。

　２０００年１２月　「産学連携懇談会（仮称）」設立準

備会が動きだし，北大先端研，ＨＯＫＴＡＣ（現・

ノーステック財団），道立工業試験場，北海道総

合企画部科学技術振興課などを交えて，懇談会・

勉強会を繰り返す。

　２００１年５月　準備会の中で，「“懇談”・“交流”

はあくまで手段であり，目的は“事業化”に置く」

ことを確認し，ＨｏＰＥ設立総会開催を６月に行

うことで準備。学・官のアドバイザーとして，

北大先端研　荒磯助教授，北大農学部　伊藤和

彦教授，道立工業試験場　及川雅稔科長，ＨＯＫ

ＴＡＣクラスター事業部　倉橋勝彦統括次長を

迎える。

　２００１年６月８日　ＨｏＰＥ設立総会。岩手大学

工学部教授　清水健司氏による記念講演会を行

う。

　以上が設立までの簡単な経過です。

　ＨｏＰＥ設立の背景には，公共事業の削減など

で地域経済の深刻な事態が予測されたことや，

第一次産業の衰退が続くなど，将来への強い危

機感があります。経営の展望を広げていくには，

足元にある資源に光を当て，新技術・新商品を

開発していくことがこれまでにも増して必要で

あると多くの会員が考えていたのです。ＨｏＰＥ

設立に先立つこと数年，会員企業は産学官連携

の先駆的な実践を重ねています。また，同友会

の地域づくり活動の形でさまざまな先行事例が

展開されてきました。

ＨｏＰＥを生み出した土壌を探る～会員企業

における産学官連携の先行事例～

①産学官連携で研究開発用「真空装置」を開発。

菅製作所（函館支部会員）

㈱菅製作所　会社概要

設立：１９４６年　資本金：３,４００万円　従業員数：

１９名　年商：３億円　業務内容：研究用真空装

置・船舶用クラッチ・動力伝動装置などの設計

製作

　函館支部会員の㈱菅製作所は，道立工業技術

センターや北海道大学との共同研究で「真空製

造装置」を開発し，主力商品として育てています。

それまでの主力商品は船舶用クラッチ・動力伝

動装置などの製作でしたが，漁業の見通しが不

安定な中で菅社長は新たな分野への進出を決断

しました。

　「真空」は新素材開発に欠かせない技術で，ナ

ノテクノロジー，有機ＥＬの蒸着装置などに広く

利用されています。菅製作所がこの分野へ進出

する契機となったのは，１９８６年に遡ります。’８４

年にテクノポリスの指定を受けていた函館市に，

この年道立工業技術センターが開設されます。

工業技術センターのアドバイスで地元企業は

「新技術開発サロン」を設け，配置されていた真

空関連の技術者と真空部会（グループ）を作りま

す。菅鉄夫社長は漁業だけに頼る経営からの脱

皮を考え，この真空部会に参加しました。学習

会で真空の将来に確信を持ち，’９２年には新工場

を建設します。現在では年間売上高３億円余り

のうち「真空」関連が７割を占めるまでになって

います。新分野への脱皮を支えたのは道立工業

技術センターの技術者であり，北海道大学の研

究者でした。

②北海道にアグリエコインダストリーを～札幌

支部異業種交流部会のプロジェクトから誕生し

た北海道バイオインダストリー～

㈱北海道バイオインダストリー　会社概要

本社：札幌市　創業：１９９７年　資本金：２,０６０万
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円　従業員：１３名（パート含）　代表取締役：佐

渡　宏樹　取締役副社長：西村　弘行（非常勤・

北海道東海大学教授）業務内容：道産バイオマ

ス資源を活用した生活習慣病予防食品及び健康

食品の開発・製造

　１９９７年９月，北海道バイオインダストリー（バ

イオ・ドゥ）は，北海道東海大学　西村弘行教授

の研究シーズをもとに，同友会札幌支部異業種

交流部会「一水会」の起業化プロジェクトから設

立されました。翌年８月には『行者ニンニク卵黄

油「黒玉」』を発売し，２００２年はＢＲＣ（バイオラ

ショナルコントロール）技術の特許を出願しま

す。（ネギ属植物処理物）２００３年１月には「ＢＲＣ

オニオンペースト」の販売を開始しました。

　㈱北海道バイオインダストリー副社長を務め

る北海道東海大学　西村弘行教授の研究成果を

基にして，道内の農産物を原料に消費者ニーズ

に合った「美味しく」「健康によく」「安全な」生活

習慣予防食品を開発しています。北海道の風土

を活かし，国際競争に勝ち得る一次産業（生産）

二次産業（加工），さらに三次産業（流通）を融合

させた北方系アグリエコ産業の確立を目指して

活躍しています。

③函館支部の「函館昆布研究会」

　同友会函館支部（会員数４３９社）の函館昆布研

究会（会員８０社）は，５年間という活動期間を区

切って１９９８年３月にスタートしました。今年３

月までの５年間，道南のマコンブを素材に産学

連携，企業間連携で多くの新商品を開発し，地

元昆布の知名度を大いに高め，“函館産マコン

ブ”のブランド化に貢献しました。

　８０社の会員で活動を展開した研究会は，目的

に「昆布について楽しく幅広く学びながら，新し

い昆布料理の開発や，昆布を使った製品の研究

開発，イベントやコンクールなどを行って昆布

のステータスを高め，昆布関連産業を活気付け，

昆布文化の振興をはかります。」とうたい，昆布

カレー・フォアグラ昆布巻き・昆布納豆などの

新製品を次々と開発しました。これらの３商品

は「全国地場産業優秀技術・製品表彰」で「日本

商工会議所会頭賞」も受賞しています。部会活動

で，北大水産学部，はこだて未来大学，北海道

立工業技術センターなどの研究者，学生などと

の産学官連携が広がりました。

④１９８０年から続く“知”の産学連携

　北海道同友会と大学が連携した最初の事業は，

２３年前に開講した「同友会大学」でした。後継者

や幹部社員の養成を目的に開校された同友会大

学は，北海道の各分野の第一人者にご協力頂い

て開設されたものです。

　また，１９８２年から開講された「経営者大学」は，

経済学・経営学・北海道論・法律論・教育論の

５コースで各コース１０講義，合計５０講義のカリ

キュラムです。（経済学コースのカリキュラム参

照）このような“学びの連携”が，“産学官連携”の

底辺を広げてきたと言えるでしょう。

（資料５）

産学連携学会の設立“学”の側からの新たな

うねり 
～大学の社会貢献・地域貢献と産学官連携～

　ここではこれまでの視点を変え，“学”の側の

新たな動きから産学官連携について考えてみま

す。

　２００３年３月２８日，東京で産学連携学会が設立

されました。現在３５０名の会員が登録されていま

す。学会設立趣意書には「産学両セクター間の円

滑かつ循環的な技術移転によって……『産の蓄

積の学における体系的展開』『学の知見の産にお

ける効率的検証』も望まれる」とし「①地域産学

連携活動の総合的支援　②産学連携業務の専門

職化　③産学連携学の確立」の３つを活動領域

とする学会の設立を宣言しています。（資料６）

　学会の設立に続いてこの９月には，産学連携

学会第一回大会が北海道大学学術交流会館を会

場に開催されました。（資料７）

　大会実行委員長はＨｏＰＥ運営委員長でもある

104 企業環境研究年報　第８号



105地域産学官連携と中小企業の未来
（
資
料
５
ー
１
）

（
資
料
５
ー
２
）



北海道大学の荒磯恒久先生が務められ，全国各

地で取り組まれている産学官連携事例と数多く

の課題が提起され，活発な議論が展開されまし

た。

　学会の会場では『ＨｏＰＥマッチング広場』も同

時開催され，ＨｏＰＥ会員が３１のブースで自社商

品・新技術の展示を行いました。会場には山本

北海道副知事も来場され，各ブースを熱心に見

て回られました。ブース展示を行った２４名の経

営者は，学会プログラムの「ＨｏＰＥマッチング広

場ショートプレゼン」を行い，各社の持つ独自技

術を全国の研究者にアッピールしました。

　この他，学会プログラムでは，ＨｏＰＥ運営委

員長の北海道大学先端科学技術共同研究セン

ター教授，産学連携学会学術委員長の荒磯恒久

先生がＨｏＰＥの経験をまとめた「地域連携によ

る企業ニーズの創出」をテーマに一般講演を行

うとともに，ＨｏＰＥ副代表世話人の渡邊民嗣さ

んが「北海道におけるＨｏＰＥの活動」とのテーマ

で学会報告を行いました。

　産学連携学会ＨＰには次の様に第１回大会の

様子が掲載されています。

　「記念すべき第一回の大会が，平成１５年９月１５

日および１６日に北海道大学学術交流会館で開催

されました。本学会の参加者人数は３００人以上に

のぼり，盛況な学会となりました。

　本学会の設立は全国の国立大学地域共同研究

センターの教官が主体となっておこなったもの

でありますが，いまや全体から見てセンター教

官の割合は７％に満たず，この学会は学のみな

らず産や官のセクターを巻き込んで大きな環を

作り出そうとしています。

　本大会のこけら落としとして初日には北海道

圏内の各国立大学の学長／総長及びそれに準ず

る方々にお集まりいただき,各大学の産学連携

の方針及び今後の展望についてのシンポジウム

がありました。北海道圏の各国立大学のそれぞ

れの個性溢れる産学連携に関した大学の施策に

ついてのお話をお伺いすることができました。

　２日目には，“技術革新を基盤とする経済活性

化”（講師　中野誠一　（財）北海道科学技術総合

振興センター副理事長），“社会と連携する新し

い大学像”（講師　清成忠男　日本ベンチャー学

会会長）と題する二件の講演があり，前者は北海

道における産学連携システムの現状と今後につ

いての議論,後者については今後の大学側から

の視点からみた産学連携のあり方についての講

演がなされました。この二件の講演の後，隅蔵

蔵一（日本知財学会理事，研究技術計画学会事務

局長），湯本長伯（産学連携学会会長）及び清成忠

男（日本ベンチャー学会会長）らによるそれぞれ

の学会の目的及び具体的活動についての講演が

なされ，その後三者による各学会の接点につい

ての議論がなされました。今後，具体的な連携

の方策がなされていくものと思います。

　それ以外に一般発表（３９件）やポスターセッ

ション（１９件）では，各地域の産学官連携におけ

るシステムや事例紹介，産学連携手法の紹介な
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どが発表され,活発な討論がなされました。同時

にＨｏＰＥ（北海道プラットホームエントランス）

による傘下の企業による新商品,新製品のブー

ス展示がおこなわれました。

　本大会の運営は非常に円滑なものでありまし

た。これは本学会の大会委員長である荒磯恒久

北海道大学教授らによる多大な労によるもので

あることをここに追記したいと思います。」当日

のプログラムは別紙参照（資料８）

　このように，学の立場からも“産学官連携”推

進の動きが急速に広がっています。また，９月２６

日には，朝日新聞が開催したシンポジウム『大学

改革―危機を抜け出せるか』の議論の中では，大

学の社会貢献，産学連携について活発な議論が

展開されていました。ここに，産学官連携を進

めていく上で特に大切だと思われる論点部分に

ついて引用させていただきます。（朝日新聞ＨＰ

より）

生駒　俊明氏のご紹介

　日立金属取締役，東京大学名誉教授，元日本

テキサス・インスツルメンツ会長

　現在，科学技術振興事業団研究開発戦略セン

ター上席フェローなどのほか，中央教育審議会

臨時委員など政府関係の委員を多数務める。

生駒　大学の社会貢献というのは，大学の使命

というのは，学問の創造と伝承と普及。学問の

創造が研究で，伝承が教育ですね。普及という

部分は，これは社会貢献だと思います。

　今，大学の教育，研究，社会貢献と言ってい

ますけれども，この社会貢献はあくまでも研究

と教育を通しての社会貢献と言いかえる必要が

ある。そういうふうに見ますと，大学の社会貢

献というのには，３つのパス（経路）があると思っ

ております。

　第１のパスは，人間の好奇心を満足させる。
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これは，学問の最も重要な部分ですね。知識を

創造すること。それを体系化して，文化として

残していく。いわゆる人間の精神生活を豊かに

する。これが実は，大学の一番の社会貢献だと

私は思っております。非常に当たり前のことな

んですけれども，なかなか最近そういう話をす

る人がいなくなった。これは申すまでもなく，

人間が動物と区別されるのは，この精神活動で

すね，精神生活。これを豊かにするのが，大学

の第１の役割であると。

　第２の役割は，経済的に採算がとれないよう

なものでも，大学の研究の成果によって，問題

を解決……。例えば，公害とか環境問題とか，

地震予知の分野などもそうかもしれません。け

さほど，大きな地震が北海道でありましたけれ

ども，ああいうような経済の採算がとれないよ

うなもの，こういうものを克服していこうとい

うのが，やはり大学の第２番目の社会貢献だろ

うと思います。

　第３のパスは，いわゆる今世の中で言われて

いる産学連携の部分でして，これは産業技術を

創生して経済を活性化する。実はこれは，大学

の役割としては非常に小さな部分だと思います，

全体から考えますと。今，それが非常に大きく

取り上げられ過ぎている。

　一番重要なのは，やはりこの３つのパスを大

学がどうやってバランスをとって運営していく

か。これが大学の経営の問題になると思います。

清成　忠男氏のご紹介

　法政大学総長兼理事長

　日本私立大学連盟副会長，財団法人大学基準

協会会長。専攻は産業論で，１９９７年には日本ベ

ンチャー学会を設立し，初代会長となった。

清成　ちょっと簡単に申しますが，１０日前，産

学連携学会という学会がスタートしたんです。

これは，国立大学の共同研究センター，あるい

は地域共同研究センターで，既に産学連携を研

究面でやっておられる方々が集まってスタート

されて，私に基調講演をしてほしいというので

行ったんですが，そのときに申し上げたのは，

実はきょう第１部で生駒先生が，教育の産学連

携は重要ですというご指摘があったわけです。

皆さん，研究のことだけお考えになるんです。

教育面でも非常に重要なわけです。

●産学連携の評価基準

　それをさらに伸ばしますと，第三者評価が義

務づけられたということになりますと，評価の

視点からそれを持ち込んでいく。つまり，私は

今月の初めごろ，ドイツの評価機関を４カ所

ちょっと訪問して調べたんですが，評価の担当

者に産業界や労働組合，一般市民も含めて大変

多様な人たちが入るんです。教育面，研究面す

べて，それで大学の評価をしていく。評価基準

の中にそれを盛り込んでいく。それが，先ほど

石先生が言われたルールを固めて普及させる一

番早い方法ではないかとつくづく思ったんです。

生駒　俊明氏

●国の高等教育費の倍増を

　国立大学の民営化。民営化と言ったときにす

ぐ次に来るのは国家支出です。政治家が見ます

と，国の高等教育への支出削減とくるわけです。

そうしますと，高等教育費がＧＤＰ比で先進国の

半分で，増やせと言っているのに対して，民営

化と言った途端に，これをいいことにして，国

の財政を削減しようという動きになる。何が起

こるかというと，理工系の研究はもうとてもで

きなくなります。そうしますと，国際的なレベ

ルの競争力は低下するのは明らか。日本の国力

は自然科学に裏打ちされた技術開発ですから，

そういう観点がすごく抜けた議論になりがちで，

大変危険です。

　私，どういう言い方をしているかというと，

今の倍，増やしてください，倍増した上で，国

公私立無関係に，良い大学に配分してください

と，こう言わないと，世の中に対して大変ミス

リーディングになる。イコール・フッティング

だから，国立大学を民営化しろというのは非常
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に大受けしてよろしくて，多分拍手が起こるの

かもしれませんが，実は，それは日本の国力を

非常に弱めることになってしまう。

　ですから，そこの部分は産学連携と合わせて，

もっときちんとした議論をしていただきたいと

いうことが１点でございます。

　部分的な引用で恐縮ですが，産学官連携の

パートナーである大学が，以上のような議論を

重ねながら社会貢献に取り組んでいることを踏

まえて，“産”として連携に取り組んでいかなけ

ればならないと思うものです。

「ＨｏＰＥを全道に広げたい」北海道の産学官

連携推進事業実行委員会 
“官”の側の思い～“産学官連携”を推進する

自治体政策とかみ合わせて～

　２００３年５月，北海道の総合企画部科学技術振

興課の呼びかけによって「産学官連携推進事業

実行委員会」が立ち上がりました。（資料９）この

実行委員会は，ＨｏＰＥの例会などに積極的に参

加している北海道総合企画部科学技術振興課の

職員が中心となり「道内各大学等の共同研究セ

ンター等における移転・活用が可能な研究・技

術シーズの紹介や産学官の交流の場をもうける

ことにより，……道内各地における新規産業の

創出及び産業技術の高度化に資すること」を目

的に設立されました。

　構成団体は北海道中小企業家同友会・北海道

経済連合会・北海道科学技術総合振興セン

ター・科学技術振興機構研究成果活用プラザ北

海道・北海道中小企業総合支援センター・北海

道大学先端科学技術共同研究センター・北海道

東海大学地域連携研究センター・北海道経済産

業局の９機関・団体で構成されています。中小

企業の産学官連携を支援する主要な機関・団体

が網羅されました。

　今年度の具体的な支援事業としては，「ＨｏＰＥ

マッチング事業」，室蘭工業大学地域共同研究セ

ンターが中心となって実施する「室蘭地区大学・

技術開発交流会」。小樽商科大学ビジネス創造セ

ンターなどが実施する「顧客満足向上セミナー」。

北海道東海大学地域連携研究センターが企画す

る「アグリバイオ産業活性化推進事業　『寒冷地

機能性作物活用で事業化を探る』シンポジウム」。

財団法人十勝圏振興機構が組み立てる「地域

コーディネータ研修事業」，苫小牧高専の「高専

と地元企業との意見交換会」等，道内各地で取り

組まれる産学官連携事業を，同友会の各支部事

務局が地域センターとなって推進することが目

指されています。これらは，ＨｏＰＥの活動が産

学官連携のモデルとして評価されつつあること

を示しています。
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（資料９ー２）



地域ニーズに応えようとする情熱が新たな

連携を産む 
～“意欲の高め合い”で課題を突破する産学

官連携を～

　北海道で生まれた新しい産学官連携組織Ｈｏ

ＰＥの活動を振り返りながら，同友会がめざす産

学官連携の姿を考えてみました。連携を支える

それぞれの部門では，時代の大きなうねりに積

極的に対応するため，それぞれのあるべき姿を

深く問い直しながら産学官連携に取り組んでい

るようです。

　地域産学官連携の本質は，産・学・官がそれ

ぞれの持っている可能性と地場資源に，これま

でとは次元の違う光を当てながら，新しい価値

を産み出す運動ではないかと思います。この運

動は，北海道に新たな経済循環や，知の循環を

創り出す運動とも言えるものです。

　産学官連携で生まれる循環を，太く豊かにす

るのは同友会の日常活動です。産学官の地域連

携が，新しい地域づくりの運動として発展する

ために同友会事務局は，連携の成果を同友会運

動へ還元し，ＨｏＰＥを支えるバックボーンをよ

り確かなものにしていきます。

　豊かさの大地北海道は，中小企業経営者の人

間的魅力と同友会理念によって，活き活きと動

き出しています。
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